
１．はじめに

２．新たな視点による分析の必要性と可能性

近年、都市交通基盤整備は、量的充足から質的充

足へと重点が移りつつあり、基盤整備も重点的整備

へと方向が移りつつある。このような社会情勢の基

で、都市交通計画も新たな視点を盛り込んで取り組

む事が重要になってきた。特に、今までは全体の流

動量をいかに円滑に処理するかに注目してきたが、

今後はきめ細かい交通特性を認識しながら計画を立

案することが要請されてきている。

本稿では、本研究所が取り組んでいるいくつかの

調査の中から、新たな交通計画のための交通特性と

分析手法について紹介する。

（１）新たな計画ニーズに対応した分析の必要性

１で述べたような交通計画ニーズの変化に対応す

るために、詳細かつ多様な交通特性把握ならびに分

析が求められてきている。

１）計画策定、施策実施の合意形成に資する分析

交通計画を策定し、また、交通基盤整備やTDM

などの種々の施策を推進する際には、市民を含む関

係主体の意見を聴取しつつ進めることが必要となっ

てきている。

関係者の意見を効果的に聴取するためには、さま

ざまな交通現象を正確に捉え、分かりやすく表現し

て、交通問題の状況や施策の利点・欠点などに関す

る認識を高めることが不可欠である。

このために、モビリティー、アクセシビリティー、

環境負荷、安全性、快適性など、さまざまな視点か

ら、現況や施策効果について分析し、適切に表現す

ることが必要である。

２）交通サービス水準の詳細な把握

１）で述べたように計画目標の設定や計画案の評

価の指標としては、さまざまな関係主体にとって実

感をもって捉えられるものが必要である。中でも最

も基本的な指標は、自動車の走行速度に代表される

交通のサービス水準であるが、その実態を正確に捉

えることことは困難であった。

近年は、さまざまな計測機器の発達や、情報公開

の進展によって、日や時間帯などによって大きく変

動する道路の混雑などの情報を正確に捉えることが

可能になってきている。

３）計画対象に対応した分析

近年の交通計画では、定常的な交通だけではなく、

さまざまな対象が検討されるようになってきた。休

日の交通はその典型である。

当然のことながら、休日交通計画のように対象交

通がこれまでと異なる場合、その特性を十分に把握

し、これに対応した計画のあり方を検討することが

重要となる。

４）交通の質的側面に着目した分析

交通計画に対するニーズの多様化を受けて、検討

すべき施策も多様化している。TDM施策の普及、

歩行者や自転車に着目した計画、交通結節点の計画

などがこの例であるが、これらの施策を検討するた

めには、詳細なレベルで交通の特性を把握したり、

施策の適用可能性を検討するために意識構造にまで

踏みこんだ分析を行うなど、これまでにない詳細な

分析を行うことが求められている。

（２）新たな調査や技術による分析可能性

１）新しい調査データの活用

近年は、上記のような交通計画ニーズの変化に対

応するため、新しい調査が行われるようになってき

ている。本稿で紹介する新都市OD調査はこの例で
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３．交通特性・分析の新展開

ある。これらの調査を活用することによって、新た

な分析を行う可能性が高まってきている。

２）新たな技術の活用

さまざまな技術の進歩は、新しい分析の可能性を

提供している。具体的には、種々の計測機器の開発

が挙げられる。自動車の通過台数や速度のみならず、

車種の判別、ナンバープレートの読み取りなどが自

動的に認識できるようになってきている。

また、実態調査に関しても、GPS、PHS、カーナ

ビゲーションなどによって、これまでとは比較にな

らない膨大なデータを把握することが可能となり、

新たな分析の機会を提供している。

（１）パーソントリップ調査（第４回東京PT）

人の行動を総合的に把握し、都市圏の総合的な交

通体系計画を策定するパーソントリップ調査は、人

の全ての交通を把握しており、個人や世帯の特性と

交通の関係を分析できるという利点をもつため、新

たな視点からの交通特性把握・分析に適した調査で

ある。ここでは、平成１０年度に実態調査を実施し

た東京都市圏の PT調査について、新たな調査項目

を活用した世帯属性に関する分析と、新しい計画評

価のための分析の結果を紹介する。

１）新たな調査項目を活用した分析１）

第４回東京 PTでは、世帯全員の個人属性と世帯

属性を記入する世帯票と交通実態票（個人票）を分

離した。

これによって世帯内での回答の重複を回避すると

ともに、これまで分からなかった、５歳未満の人を

含む当該世帯の世帯情報が確実に把握できるように

なり、これまでにない世帯属性に関する分析が可能

となった。

�世帯属性別交通特性分析の必要性
これまでの PT調査は、性別や年齢階層、あるい

は免許保有といった個人属性別の分析については多

く行われてきた。しかしながら、一個人の行う買い

物や送迎といった行動は、世帯活動の一部として行

われているものであり、他の世帯員の行動との関係

が存在している。このため、今回調査で正確に得ら

れるようになった世帯属性に着目して、交通行動実

態の違いを分析することは有効であると考えられる。

�世帯構成別交通特性の分析
ａ）世帯人数別トリップ原単位

世帯人数別交通特性の基本的な分析として、世

帯人数別の生成原単位を以下に示す（図－１）。

世帯人数別の原単位は、年齢階層によって異な

り、２０歳代では単身世帯の原単位が最も高く、

次いで２人世帯、３人以上世帯の順である。３０歳

代から５０歳代では３人以上世帯の原単位が最も

大きい。６５歳以上の高齢者になると３人以上世

帯の原単位は単身世帯、２人世帯より小さくなっ

ている。

これらの差異は、例えば、３０歳代では子供や

高齢者の送迎のための交通により３人以上世帯の

原単位が２人以下世帯より大きい、高齢者につい

ては単身者は一人で日常的活動をしなければなら

ないのに対し２人以上世帯では他の世帯員に依存

できるので原単位が小さいといった世帯員の行動

の相互依存が関係しているとみられる。

今後の少子高齢化の一層の進展と対策の必要性

を考えると、これらの実態を正確に捉えることは

非常に重要であると考えられる。

従来調査 今回調査（H１０）

対

象

者

世帯票
自動車票

――――― 世帯主のみ

個人票 ５才以上全員 ５才以上全員

調
査
内
容

世帯票
自動車票

―――――
個人属性
世帯保有自動車情報

個人票
個人属性
世帯保有自動車台数
トリップ内容

トリップ内容

世帯人数の把握 不正確 正確

５才未満の
有無の把握

不明 把握可能

図－１ 世帯人数別年齢階層別トリップ原単位

表－１ 従来調査との比較
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ｂ）世帯構成別代表交通手段構成

次に、世帯構成別に交通手段の利用の仕方につ

いての分析結果を示す。図－２は、分析に用いた

世帯構成の分類を示すものであり、図－３は、世

帯構成別の代表交通手段構成である。

同じ高齢者であっても、単身高齢者と高齢夫婦

等の世帯（高齢者のみの２人以上世帯）では、自

動車の利用率や徒歩の割合が大きく異なっている。

このように世帯構成別の比較を行うことによって、

世帯のライフステージによって交通行動に差異が

あり、世帯構成の変化が交通に影響を与えること

が分かる。

２）新しい視点からの計画案の評価２）

第４回東京 PTにおいては、都市圏の交通体系の

あり方を検討するにあたり、３つの目標を設定し、

この目標に対応した定量的に算出可能な評価指標を

設定して計画案の評価を行った。３つの目標とは、

�都市圏の活力を支えるモビリティーの向上��安全
で快適なくらしと交通の実現��環境にやさしい交通

体系の構築�であり、これらに対応した指標を設定
した。

さらに、策定した計画の効果を提示するため分か

りやすい指標を算出し、現況、施策なしの場合と比

較する形で提示した。以下にいくつかの指標の例を

示す。

�コンパクトな地域構造（図－４）
東京都市圏の活発な活動を支えている、広域的な

都市活動の拠点である�広域連携拠点�まで３０分
で到達可能な人数は、何の対策もしなかった場合に

比べて１７ポイント増加し、これはおよそ４１０万人

に相当する。

�国際的・広域的交流の拡大（図－５）
東京都市圏と国内外の他地域との広域的な交流の

拡大が予想されるなかで、広域アクセス拠点注１）まで

６０分で到達可能な人数は、何の対策もしなかった

場合に比べて１１ポイント増加し、これはおよそ３５０

万人に相当する。

�快適な鉄道移動性の確保（図－６）
ピーク時に混雑率が１５０％以上の鉄道に乗車して

いる時間は、何の対策もしなかった場合と比べて大

幅に少なくなる。例えば、電車に６０分乗ったとき

に混雑している時間は、何も対策もしなかった場合

には４４分であるが、それが１９分に短くなる。

�災害に強い交通体系（図－７）
災害時であっても、比較的移動が可能な多車線道

路（４車線以上の道路）を利用して、最寄りの広域

連携拠点から救助可能な人数注２）は、何の対策もしな

かった場合に比べて１８ポイント増加し、これはお

よそ１８０万人に相当する。

図－２ 世帯構成の区分

図－４�広域連携拠点	まで自動車または鉄道で３０分
以内に到達可能な人数

図－３ 世帯構成別代表交通手段構成
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環境負荷の小さい都市圏構造（図－８）
東京都市圏の持続可能な発展に向けて、自動車に

よる二酸化炭素排出量は、何の対策もしなかった場

合に比べて２４ポイント減少する。

（２）新都市OD調査（小山・栃木都市圏にて）

１）交通現況

本都市圏は、東北自動車道、国道４号、国道５０

号および JR東北新幹線をはじめ、主要な幹線交通

が通過し、首都圏と東北地方を結ぶ南北交通軸と北

関東の都市群を連携する東西交通軸が交差する交通

の要衝となっている。さらに自動車保有も全国的に

見て高い水準にあり、自動車分担率は総トリップの

６２．３％で、通勤目的では７３．９％にも達している。

また圏域内には JR宇都宮線をはじめとして６路

線の鉄道があり、全ての市町に駅が設置され、鉄道

分担率は総トリップの８．１％と他の地方都市圏と比

較しても利用が極めて高い結果となっている。

２）問題意識

このような都市圏の交通状況の中で、次のような

問題意識を設定した。

・地方の都市圏でありながら鉄道網が密に配置され

ている。今後このストックを有効に活用してさら

に鉄道分担率を向上できないか。

・ただし、本都市圏は全国的に見ても自動車保有の

高い地域で有るため、鉄道のサービスレベルを向

上させても鉄道分担率の上昇は難しいのではない

か。

この問題意識に対して実態調査結果を分析する。

３）鉄道利用実態の分析

鉄道サービス水準としては、最寄駅からの距離と

運行本数をとりあげた。最寄駅からの距離について

図－５ 広域アクセス拠点まで６０分以内に到達可能な
人数

注１）広域アクセス拠点は、羽田、成田両空港の他、新幹線
停車駅とした。

図－８ 自動車による二酸化炭素の排出量

図－６ ピーク時に混雑率１５０％以上の鉄道に乗車して
いる時間

図－７ 災害時に広域連携拠点から３０分以内に救助可
能な人数

注２）�災害時に広域連携拠点から３０分以内に救助可能な人
数�とは、災害発生時に２車線道路及び自動車専用道
路が通行止めになるという仮定の下で、広域連携拠点
から緊急車両で３０分以内に救助可能な人数を表す。
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は、本調査では対象世帯の位置をデジタル地図上に

プロットしており（図－９）、これにより鉄道駅まで

の距離データを作成した。

集計分析での距離帯区分は、後述する徒歩・二輪

車の平均アクセス距離に基づき次のように設定した。

〈自宅から最寄駅までの距離〉

１km未満：徒歩および自転車の平均距離の中間

に相当する、鉄道利便性が高い地域

１～２km未満：二輪車利用の平均距離に相当する、

鉄道利便性が高い地域

２km以上：徒歩・二輪車では利用しにくい、鉄

道利便性が低い地域

鉄道運行本数は、次のように区分した。

〈鉄道運行本数〉

利便性の良い駅：宇都宮線（ピーク時５本以上）

利便性の悪い駅：その他の路線（ピーク時３本以下）

また、自動車保有状況としては世帯の保有台数を

用いた。

�鉄道サービス水準と利用交通手段
通勤トリップの代表交通手段構成は、最寄駅の鉄

道運行の利便性によって、また駅からの距離帯に

よって明らかな相違を示す（図－１０）。

�利便性の良い駅�に着目すると、鉄道分担率は
最寄駅までの距離帯が１km未満では２７．０％、１～２

kmでも１６．７％と高い。これに対して最寄駅が�利
便性の悪い駅�の場合、および�利便性の良い駅�
であっても距離帯が２km以遠では、鉄道分担率が

１０％未満と低い。すなわち、鉄道分担率が高いの

は最寄駅の利便性が高くかつ距離帯が近い場合であ

り、鉄道サービス水準としてこの両面が重要である

ことがわかる。

なお、通勤トリップの全体では自動車分担率が高

く、特にこの鉄道サービス水準の高低が自動車分担

率の傾向に影響しており、最寄駅の利便性が低い場

合や駅から離れた地域では、自動車分担率が７０％

を越えている。

�鉄道サービス水準と自動車保有状況
上記のように鉄道サービス水準によって鉄道分担

率が異なるが、その理由として自動車の保有状況の

相違が鉄道分担率にも影響していることが予想され

る。

そこで、鉄道サービス水準の区分別に世帯の自動

車保有状況を比較する。これによると、駅から離れ

るにしたがって複数保有の世帯が増加している（図

－１１）。

�利便性の良い駅�でかつ１km未満の地域では、
非保有または１台保有の世帯が約６割と過半を占め

るが、その他の地域では２台または３台以上の複数

保有世帯が５割以上を占め、�利便性の悪い駅�で
かつ２km以遠の地域では複数保有世帯が７割以上

図－１０ 鉄道サービス水準（本数・距離）による出勤ト
リップの代表交通手段構成

図－９ 家庭訪問調査の対象世帯分布
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となっている。

このように、地域の鉄道サービス水準が自動車の

保有そのものにも影響していることがわかる。

�鉄道サービス水準および自動車保有状況と、鉄道
分担率

鉄道サービス水準が高い地域では自動車保有台数

が少ない世帯が多いという傾向は、先に示したとお

りである。ここでは、たとえ複数保有世帯であって

も鉄道サービス水準の差によって自動車の使い方そ

のものが異なるかどうかについて検証した（図－１２）。

最寄駅が�利便性の高い駅�で距離帯が１km未
満、なおかつ保有なし、または１台保有の世帯にお

いては鉄道分担率が４０％以上と極めて高く、自動

車保有状況も鉄道分担率に影響していることが明ら

かである。

しかしながら複数保有世帯の鉄道分担率を鉄道

サービス水準によって比較してみると、�利便性の
良い駅�かつ距離帯が２km未満の鉄道サービス水
準が高い地域では、�利便性の悪い駅�の場合に比
べ高い分担率になっている。さらに、�利便性の良
い駅�については自動車保有状況が同じでも距離帯
による差が明らかな点が注目される。すなわち、複

数保有など自動車の保有状況が同じであっても、鉄

道サービス水準によって鉄道分担率が大きく異なる

ことが確かめられた。

４）知見

本稿の分析により、�地域の鉄道サービス水準が
居住者の自動車保有・利用といったライフスタイル

に影響を与えている、�自動車が複数保有されてい
ても鉄道サービス水準によって鉄道分担率が異なる、

駅までの距離帯が概ね２km未満では鉄道分担率
が高い、といった点をある程度実証できた。

これらは、鉄道サービス水準の向上やそれに対応

した土地利用によって、たとえ自動車依存型の地域

といえども鉄道利用の増加を図れる可能性があるこ

とを示唆している。

（３）高度情報通信機器から収集されるデータ分析

１）はじめに

GPS や PHSなどの移動体通信デバイスから収集

されるデータは、時刻や位置情報（緯度、経度等）

である。このデータ（一次データという）を、交通

解析として利用するためには、この一次データがど

の道路を走行しているか、また、走行状態として、

走行中の信号停止なのか、路側での一時停止なのか

等という交通解析用のデータに加工する必要がある。

図－１１ 鉄道サービス水準（本数・距離）からみた自動
車保有台数別世帯構成比

図－１２ 鉄道サービス水準（本数・距離）および自動車
保有から見た出勤トリップの鉄道分担率
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 カーナビデータ 
（バイナリーデータ） 

車両行動観測データ 
（月日,時刻,方向,速度,緯度経度） 

電子地図 
（GISデータ） 

①データ形式の変換 
　（csv形式） 
②測地系の変換 
　（WGS84形式） 
③時刻の変換 
　（日本標準時刻） 

マップマッチング 

停止判別 

プローブリンク 
マスターデータ（仮称） 

19991115, 063015, 4, 15, N331435.1, E1301754.2, 115, 1
19991115, 063016, 4, 13, N331450.3, E1301810.8,  , 1
19991115, 063017, 4, 16, N331450.3, E1301810.8,       , 1
19991115, 063018, 4, 13, N331450.3, E1301810.8,       , 1
19991115, 063019, 4,   9, N331550.1, E1301835.1, 116, 1
19991115, 063020, 4,   4, N331612.4, E1301855.1,       , 1
19991115, 063021, 4,   0, N331700.1, E1301954.9,       , 0
19991115, 063022, 4,   0, N331829.9, E1302013.4, 117, 0

, 1

年月日,現在時刻,方向,地点速度,緯度,   緯度,
ノード 
番号 

停止判定 
（1;停止,0;それ以外）

本節では、カーナビから収集されるデータを交通

解析用に加工する方法、加工データを用いた分析事

例について紹介する。

２）データ収集

カーナビは、車両の位置情報（緯度・経度）、走

行速度（地点速度）、方向（１６方位）等を常時１秒

ごとにリアルタイムで取得している。位置情報は、

GPSから収集されるデータに加え、ジャイロセン

サーを用いた自律航法やマップマッチングをカーナ

ビ内で行っているため、精度の高いデータとなって

いる。また地点速度は、パルス信号を収集し走行速

度を算定していることから、GPSから得られる速

度よりも精度が高いことが知られている。カーナビ

を用いることでGPS単独では把握できない地下道

路、トンネル内、高架下、駐車場内、都心部などの

データが精度高く収集できる特長がある。

プローブカーとして使用するカーナビは、これら

のデータを記録媒体（メモリーカード）に、一定の

期間データを記録・蓄積できるよう市販のメモリー

カード付きカーナビに一部プログラムの改良を加え

たものを利用している。１６MBのメモリーカード

に約２００時間のデータを記録することが可能である。

３）データ加工

カーナビからの出力データは緯度・経度といった

位置座標データであるため、どの道路のどこを走行

しているかといった情報は不明である。そこで、図

－１３に示したフローのように、データの変換、マッ

プマッチング処理、停止判定処理、マスターデータ

の作成といった加工を行う必要がある。

具体的には、カーナビから出力されるデータはバ

イナリーデータであるため、テキストデータに変換

を行う。

次 に カ ー ナ ビ デ ー タ とGIS（Geographical

Information System）データのマップマッチングを

行い、カーナビデータがどのリンクを走行していた

かという情報をカーナビデータに付加する。続いて、

精度の高い旅行速度を算定するためには、道路上で

車を停めてコンビニに立ち寄ったり、客待ちをして

いたり、休憩していたりといった通常走行していな

いデータと通常走行しているデータ（信号停止、渋

滞停止など）とを区分する必要がある。そこで、車

がある一定時間、完全に停止しているのかそうでな

いのかの判定（停止判定）を行い、停止情報をカー

ナビデータに付加する。最後に上記加工処理を行い、

マスターデータを作成する。作成されたマスター

データのフォーマットは図－１４のようになる。

４）分析事例３）、４）

平成１２年５月から品川に営業所をもつ飛鳥交通

図－１３ データ加工処理の手順

注）マップマッチング処理、停止判定処理は国土交通省よ
り特許出願中

写真－１ メモリーカード付きのカーナビゲーションシ
ステム取り付け例（タクシー）

図－１４ マスターデータフォーマット例
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のタクシー２０台と足立区に営業所をもつ日通のト

ラック２０台を対象に調査を行っている。

タクシーは１台平均１日約３００kmを走行してお

り、トラックは約４０kmを走行している。タクシー

２０台で、１ヶ月当たり幹線道路で平均約１００サンプ

ルのデータが収集できることが明らかとなっている。

１年間収集されたタクシー２０台のデータからこ

れまで十分把握されなかった様々な交通特性が明ら

かとなった。ここでは、ほぼ東京区部を包含する

２０km×２０kmの範囲の道路を対象に、平成１２年５

月～平成１３年４月までの１年間のデータをもとに

解析を行った。

図－１５に示したように、月別では９月が最も旅

行速度が低く、１月が最も高いことが明らかとなっ

た。また、曜日別では、火、木、金曜日が最も低く、

日曜日が最も高くなっている。時間帯別では１５時

台が最も低く、１２時台が最も高くなっている。

図－１６は、上が積雪時とそれ以外を比較したも

の、下が雨天とそれ以外を比較したものである。雨

天時は通常と比較して約５％速度が低下しており、

積雪時は２５％速度が低下していたことが明らかとなった。

５）蓄積データの分析例

交通の変動に影響を与える要因は、平日・休日の

別、時間帯、天候（雨天・晴天）などが想定される。

このような要因と旅行速度の変動との関連性の有無

を確認するために、旅行速度の分散分析（一元配置

分散分析）を行った。分析の対象とした路線は、プ

ローブカーの通過回数の多い特定区間とした。

具体的には、東京都内の放射状の幹線道路（目黒

通り）の１．５km区間を対象に、平成１２年５月～

１２月のタクシー２０台のデータを用いた。分析対象

の時間帯は全日（２４時間）と日中（１０：００～１８：００）

の２種類、影響要因を月、平日・休日、曜日、時間

帯、天候（雨天・晴天）、五・十日の６つの要因と

し、有意水準は５％とした。

表－２より、分析対象の時間帯にかかわらず、（a）

�平日・休日別�、（b）�曜日別�、（c）�時間帯別�の
平均旅行速度に統計上の相違が認められている。す

なわち、これらの要因は有意水準５％で速度差が

あると判定された要因である。

時間を特定して走行する現在の調査手法では、こ

のような分析を行うためのデータ収集は非常に困難

である。本分析では、プローブカーからデータを取

図－１６ 天候別の旅行速度

図－１５ 月・曜日・時間帯別旅行速度（区部）
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得するという新たな手法を適用し、そのデータから

要因別の区間旅行速度の算出を行うことに成功した。

このことは、プローブカーからの出力データを用い

れば、道路交通のサービス指標を計測することが可

能となることを示唆している。

（４）公共交通５）

１）顧客満足度指標を用いたバス情報提供ニーズの

分析

�はじめに
ここでは、バスの情報提供に対する利用者ニーズ

特性を把握し、利便性向上につながる情報のあり方

を検討するため、民間企業等のマーケティングで活

用されている顧客満足度（Customer Satisfaction）

手法を用いて、基礎的な分析を行うことを目的とした。

�バス情報提供実験の概要
分析データは、（財）自動車走行電子技術協会によ

る�バス情報提供実験�実施時に行われたアンケー
ト調査である。

実験は、GPSを使って取得したリアルタイムのバスの

位置情報をもとに、電話、Fax、インターネット、i-mode、

PHSの位置情報発信機能を利用し、各バス停への予

想到着時刻等の提供を行うものである（表－３）。

表－３ バス情報提供実験の概要

期間：１９９９年１２月４日～２０００年１月３１日

場所：横浜市青葉区の東急バス３路線（東急田園都市線

青葉台駅周辺）

路線：コーチ系統（デマンド運行）、鴨志田線系統（高

運行頻度路線）、北八朔線系統（低運行頻度路線）

機器：固定電話、FAX、WEB、携帯電話、PHS、情報

端末、街頭端末

情報：乗車・降車バス停到着時刻、乗り継ぎ鉄道時刻、

コーチの呼び出し・到着時刻、標準時刻表（鉄道・

バス）、等

また、アンケート調査は、実験対象路線の沿線居

住者を対象に事前・事後の２回実施された（表－４）。

CS調査にあたる質問項目は、バスサービスに関す

る重視度・満足度およびバス情報提供に対する必要

性・利用意志の５段階評価部分である。本稿では、

バス情報ニーズの実験事前事後変化について述べる。

表－４ アンケート調査の概要

《事前調査》

期間：１９９９年９月下旬～１０月上旬

対象：当該３路線沿線居住世帯

方法：ポスティング配布・郵送回収

回収：５，０００世帯中１，０１１世帯回収（２０．２％）

《事後調査》

期間：２０００年１月最終週（実験中）

対象：事前調査時に事後調査にも協力すると回答した世

帯へ郵送配布回収：８００世帯中１３１世帯回収

（１６．４％）

�事前・事後アンケート回答者の分析結果
顧客満足度手法によりアンケート調査を分析した

結果、バスサービスや情報提供に対する利用ニーズ

は、現状のバスサービスレベルが低い路線（北八朔

線）の沿線で特に高くなっていることがわかった。

このような路線での改善がバス利用の促進につなが

ることが期待できる。

また、実験の事前・事後アンケート調査の結果か

ら、事前調査に引き続き事後調査への協力を申し出

た回答者は、事前調査回答者の中でも特にバス情報

に対する興味や必要性を高く感じている層であるこ

とがわかった。

事前・事後両方の調査の回答者について比較する

と（図－１７）、特に北八朔線では、全体的にどの項

目も事後でニーズスコアが低下しており、今回の実

験が必ずしも情報ニーズの上昇に結びついていない

ことがわかる。

事後調査の協力者は、バス情報提供に対し特に関

心が高く、実験にも期待をしていたと考えられ、情

報提供システムを実際に体験した上で、現状のシス

テムに対し厳しい評価を下した可能性が考えられる。

今後の情報提供システムの構築においては、利用

者の交通環境に対応した、情報の内容・提供方法を

検討する必要がある。

対象要因 １日（２４時間） 日中（１０―１８時）

月 ���������� （０．０５）	������
�� （０．０５）
平休 �	�
�������（０．０５）�	��
���	�（０．０５）
曜日 ��
����

 （０．０５）��������
 （０．０５）

時間帯（平日） �
�
�������（０．０５）���������	 （０．０５）
雨天晴天（８―１０時台） 	�����
�� （０．０５） ―

五十日 ���	������ （０．０５）	�	������� （０．０５）

表－２ 分散分析の結果

＊ハッチ個所が有意水準５％にて速度差�あり�と判定。
＊������a：水準間自由度、b：水準内自由度、x：有意水準
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バス情報提供システムの必要性【鴨志田団地線】 
～事前・事後調査比較／両調査回答者～ 

0.74

0.69

0.87

0.66

0.39

1.26

0.92

1.19

0.65

0.31

1.11

0.42

0.77

0.32

0.65

0.75

0.94

0.63

0.22

1.24

1.03

1.05

0.24

0.05

1.05

0.29

0.62

0.37

-0.4 -0.2 0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

全体平均 
バス停到着時刻＆目的地到着時刻（携帯･PHS） 

バス停到着時刻（自宅） 

駅到着時刻（自宅） 
自宅付近到着時刻（自宅） 

バス停到着時刻（バス停） 

駅到着時刻（バス停） 
駅到着時刻＆乗継電車発車時刻（バス車内） 

バス停到着時刻（公共施設･病院･スーパー） 

自宅付近到着時刻（公共施設･病院･スーバー） 

バス発車時刻（駅） 
自宅付近到着時刻（駅） 

電車からの乗継バス駅発車時刻（都心ターミナル） 

電車からの乗継バス自宅付近到着時刻（都心ターミナル） 

必要性 

事前調査 

事後調査 

バス情報提供システムの必要性【北八朔線】 
～事前・事後調査比較／両調査回答者～ 

0.59

0.54

0.86

0.67

0.39

1.18

0.75

0.88

0.61

0.02

0.91

0.16

0.61

0.09

0.31

0.24

0.56

0.21

0.10

0.90

0.46

0.58

0.25

-0.22

0.71

0.10

0.20

-0.10

-0.4 -0.2 0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

全体平均 

バス停到着時刻＆目的地到着時刻（携帯･PHS） 

バス停到着時刻（自宅） 
駅到着時刻（自宅） 

自宅付近到着時刻（自宅） 

バス停到着時刻（バス停） 

駅到着時刻（バス停） 

駅到着時刻＆乗継電車発車時刻（バス車内） 
バス停到着時刻（公共施設･病院･スーパー） 

自宅付近到着時刻（公共施設･病院･スーパー） 

バス発車時刻（駅） 
自宅付近到着時刻（駅） 

電車からの乗継バス駅発車時刻（都心ターミナル） 
電車からの乗継バス自宅付近到着時刻（都心ターミナル） 

必要性 

事前調査 

事後調査 

バス情報提供システムの必要性【東急コーチ線】 
～事前・事後調査比較／両調査回答者～ 

0.42

0.38

0..40

0..51

0..35

0..41

0..84

0.48

0.90

-0.09

1.01

0.22

0.28

-0.06

0..44

0.55

0.75

0.86

0.50

0..41

1.08

0.37

0.55

-0.20

1.09

-0.13

0.28

-0.22

-0.4 -0.2 0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

全体平均 

バス停到着時刻（自宅） 
駅到着時刻（自宅） 

自宅付近到着時刻（自宅） 
バス停到着時刻（バス停） 

駅到着時刻（バス停） 
駅到着時刻＆乗継電車発車時刻（バス車内） 

バス停到着時刻（公共施設･病院･スーパー） 
自宅付近到着時刻（公共施設･病院･スーパー） 

バス発車時刻（駅） 
自宅付近到着時刻（駅） 

電車からの乗継バス駅発車時刻（都心ターミナル） 
電車からの乗継バス自宅付近到着時刻（都心ターミナル） 

必要性 

事前調査 

事後調査 

0.39
0.26

バス停到着時刻＆目的地到着時刻（携帯･･PHS） 
コーチ呼び出し（自宅） 

図－１７ バス情報提供システムに対するニーズ（事前・事後両調査回答者）
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２）マルチモーダル情報提供が交通行動に与えるイ

ンパクト分析６）、７）

�はじめに
これまで、マルチモーダルな交通といった視点か

らの情報提供に対するニーズに関する実態把握や、

情報提供を行うことによる交通行動への影響に関す

る調査研究は比較的少なく、また投資効果に関する

研究も十分であるとはいえない。そこで本分析では、

マルチモーダルな（手段の選択が可能な）交通を対

象に、まず交通情報提供に関するアンケート調査を

実施し、情報提供による交通行動変化のデータを収

集した。さらにそのデータを用い、交通情報の提供

が交通行動に与える影響を定量的に分析した。

�SP調査に基づくマルチモーダル交通情報提供の
効果分析

１）SP調査の実施

情報提供が交通行動（交通手段の選択）に与える

影響を分析するデータを収集するため、SP（Stated

Preference）調査を実施した。

SP調査は、広島市（人口約１１２万人）の安佐南

区（広島市北部 人口約２０万人）の北部に広がる

住宅団地を対象地域として実施した。対象地域と広

島市中心部の間にはトラムが運行されており、また

幹線道路も整備されている。

SP調査では、自動車旅行時間の情報の有無や、

普段と比べて余計にかかる旅行時間の長さ（旅行時

間の遅れ）の条件を想定したときの、自動車とトラ

ムの選択について調査した。

２）ロジットモデルパラメータの推定

本分析では、SP調査により得られたデータを用い

て情報提供の有無に着目し、以下の式で表される自

動車とトラムの手段選択に関するロジットモデルの

パラメータを推定した。������������������ �!!��" ���"#��…………（１）
���!���$�!��!!��" ���%"������ �&�$!�………（２）
ここで、

time：普段の旅行時間

delay：普段よりも遅れている分の旅行時間

（＝総旅行時間－通常旅行時間）

inf.dummy：自動車旅行時間の情報が提供され

ている場合＝１

age.dummy：６０才以上の場合＝１��：未知パラメータ
またモデル推定の際には、現在は自動車を利用し

ている個人の将来のトラム利用意向（利用可能性）

を把握しているので、それをもとに、利用意向がな

いと回答したグループは captive 層、利用意向があ

ると回答したグループを choice 層として区分し、

それらグループの差違についても分析を試みた。

パラメータ推定の結果について（表－５）t値を

みると、いずれの変数も有意な結果となっており、

良好な結果が得られた。

パラメータの推定結果から、以下のことが分析さ

れた。：

�）情報を提供することの効用
パラメータの符合から、情報を提供することは自

動車利用者にとってプラスの効用があることが確認

された。

�）旅行時間情報の提供と遅れ旅行時間の関係
情報提供ダミーと、旅行時間の遅れのパラメータ

比を計算することにより、普段よりも旅行時間が長

いという情報を提供することは、旅行時間の遅れに

換算すると約８分に相当することが分かった。

この結果は、例えば情報提供の整備による情報利

用者の便益の算出などに応用できる。

�）旅行時間の遅れによる手段転換の可能性
また、情報提供による効用の遅れ時間換算値に基

づくと、提供されている自動車の旅行時間の遅れが

８分以内であれば、自動車利用に対して正の効用が

現れることになる。

すなわち自動車利用者にとっては、普段の旅行時

間に加えて８分までの遅れは許容範囲であり、それ

を越える遅れの情報が提供されると公共交通への転

換の可能性が表れるという選択行動が分析された。

�）普段の旅行時間と遅れ旅行時間の関係
普段の旅行時間と、普段よりも余計にかかる旅行

時間のパラメータを比較することにより、旅行時間

の遅れの方が単位時間増加あたりのマイナスのイン

パクトが大きいことがわかった。
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４．おわりに

ここに示したものは、未だ解析の途についたばか

りであり、今後より広範な視点に基づき、更なる解

析や新たなデータ収集が必要となることも考えてお

り、広く皆様から御助言をいただきたいと考えてい

る。

現在、これらの解析に基づき、計画立案の段階に

入るものもあり、それらについては次回、詳しく示

すつもりである。
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情報提供
ダミー
（a）

通常
旅行時間

旅行時間の
遅れ
（b）

高齢
ダミー

定数 a／b

自動車 ● ● ●

トラム ● ● ●

モ

デ

ル

１
０．５２３
（３．８７）

－０．０１５３
（－２．４１）

－０．０６６８
（－１４．８）

０．４８２
（４．１０）

－０．７９７
（－５．８８）

７．８

２
０．５３７
（３．７６）

－０．０１９５
（－２．８２）

－０．０７１２
（－１４．４）

０．４８８
（３．８６）

－０．７３８
（－５．０９）

７．５

表－５ ロジットモデルパラメータの推定結果

的中率：モデル１＝７６％，モデル２＝７７％
上段：パラメータ値
（ ）：t値

※パラメータ推定用のデータセットの定義により、
モデル１：両層（choice+captive）のサンプル（サンプル数：１７５４）
モデル２：choice 層のサンプルのみ（サンプル数：１５５８）
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